
筑波研究学園都市における都市化過程の変容に関する調査・分析 
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１はじめに が行われていた (図1)。 

１－１ 研究の背景と目的  筑波研究学園都市は，まったく新しい都市をつく

るという我が国の初めての試みであった。当初は研

究者とその家族を中心に数万程度と言われた人口は，

現在では中心部にあたる研究学園地区で7万人，周

辺地区を合わせると20万人に超え(図2)，2030年に

は35万人になると予想されている。平成17年には

つくばエクスプレスが開通し，東京を中心に半径

40-60km の環状自動車道の整備も見込まれており，

これまでの研究学園都市に加えて，広域自立都市圏

中核都市，エコライフ・モデル都市としての都市像

も描かれている。 

筑波研究学園都市の計画が始まったのは約 40 年

前のことである。東京への一極集中を緩和する政策

の一環として政府関係の研究機関を移転し，あわせ

て科学技術の振興と高等教育の充実をはかることが

目的であった。当時の計画では，幹線道路で区画さ

れた住宅地区を小学校の校区とする近隣住区論注1) 

に基づく整合性の取れた配置計画で小学校区の設定 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本研究では計画から 40 年が経過した筑波研究学

園都市を対象として，従来の近隣住区論を中心とし

た街づくり方法が様々な環境変化を迎えている現在

に適しているのか調査・分析し，これからのまちづ

くりについて指針を示すことを目的とする。 
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図2．つくば市と研究学園地区の人口推移 図1．研究学園地区の小学校と校区 
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２ 既往研究と本研究の位置づけ 

これまでの筑波研究学園都市に関する研究は，民有

地の市街化状況における側面から分析したもの3)，都

市形成過程における段階性と跛行性について分析し

たもの4)，住民生活の意識と変容について分析したも

の5)，緑地機能評価における側面から分析したもの6)，

等に関する研究が行なわれている。しかし，都市計画

的側面より，近隣住区論に基づき小学校ごとの児童数

の推移及びそれらに付随する小学校区ごとの人口・世

帯数及び市街地の変容から当初の計画方法を再考し

た例は少なく，本研究の独自性もここにあると考える。 

 

３ 調査概要 

３－１調査方法 

本稿では，筑波研究学園都市の中の研究学園地区内

に属する小学校に範囲を限定し，小学校ごとの児童数

の変移状況を把握し，その関連性を考察するために，

児童数の減少傾向が大きかった並木小学校を対象地

域として，小学校区内の人口の推移状況と地図にて経

年変化状況の調査・分析を行なっている(図3)。 
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図3．研究学園地区内の各小学校の児童数の推移 

３－２調査対象地域の概要 

対象地域である並木小学校区はつくばエクスプレ

ス線つくば駅から徒歩50分の距離に位置し，中心には

小学校や公園・ショッピングセンター・保育園・幼稚

園・郵便局といった近隣住区論に必要な要素を備え，

その周辺には公務員宿舎やマンション，戸建住宅と       

 

いった住宅街が存在し，東大通と国道354号といった

十分な幅員を持つ幹線道路が通る地域である。土地利

用状況としては，建設から30年以上が経過し老朽化し

た公務員宿舎が多く，その一部が廃止されたことによ

り民間の住宅系用途への変貌，また高層マンションの

建設が目立つ地域でもあり人口・世帯数共に増加傾向

にあるといった特徴を持つ。 

 

４ 学区内の人口・世帯数及び児童数の推移 

４－１学区内の人口・世帯数の推移 

 校区内の人口・世帯数の推移は，増減を繰り返して

いるものの全体的には増加傾向を示している。図5を

見てみると，人口・世帯数共に梅園2丁目が安定した

増加傾向を示し，小学校付近の並木2丁目は老朽化し

た公務員宿舎が多く存在する影響で減少傾向にある

と考えられる。また梅園1丁目一体は産業技術総合研

究所が所有しているため人口・世帯共に存在しない。 
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図4．学区内の人口・世帯数の推移 
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図5．並木地区町内別人口数の推移 

 



４－２児童数の推移 

 小学校における児童数の推移は，平成元年～平成7

年の間多少の増減はあるがほぼ横ばいを保っていた

が，平成7年を境に12年間連続で減少傾向にあること

がわかる(図3)。 

４－３考察 

 学校区内の人口・世帯数が増加傾向にあるのに対し，

児童数は減少傾向という逆の結果が生じた。これは少

子化や居住者世帯の高齢化といった要因のほかに人

口・世帯数共に増加傾向の割合を占める梅園2丁目が

つくば市の指定する指定学校変更可能区域に該当す

ることにより平成7年に開校した東小学校に児童が流 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図6．昭和62年並木小学校区 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図8．平成12年並木小学校区 

 

れたことが大きな要因だと考えられる。 

 

５ 経年変化 

 昭和62年，平成7年，平成12年，平成19年の地図に

て並木小学校区の都市形成における経年変化状況を

考察する。 

昭和62年～平成12年にかけて梅園2丁目に大きな変

化が見られ，この学校区における人口増加の要因とな

っていることがわかる。一方，小学校付近の土地利用

状況は，公務員宿舎が多いことからそれほど大きな変

化が見られず，建物の老朽化も進んでいるものと考え

られる。(図6～図9) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図7．平成7年並木小学校区 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図9．平成19年並木小学校区 

 



６ まとめ  

  今回，並木小学校とその小学校区を対象とし，近

隣住区論に基づく都市化過程の変容について関連性

ある児童数，人口，世帯数また地図による経年変化

を事象として調査・分析を行ったところ，当初の計

画では，基本的には近隣住区論に従い計画がなされ

ていたが，並木小学校の校区は計画とは関係なく 2

つの幹線道路によって3分割される範囲に跨って指

定されていることがわかった。 

 

 

 

 

 

 

 

 この地区は，梅園2丁目の著しい市街地変容によっ

て人口・世帯数共に増加傾向を示しているが，並木小

学校の児童数は減少傾向を示している。これは梅園2

丁目がつくば市の指定する指定学校変更可能区域に

該当することにより，平成7年に開校した東小学校に

児童が流れたことが考えられる。したがって，現在並

木小学校に通う児童は，並木1丁目～4丁目の居住者を

中心に占めることになり，当初計画された学校区と整

合性が取れるようになってきていることがわかる。し

かし，その一方で児童数は当初約700人在籍していた

が現在では約400人にまで減少し，建物の老朽化や居

住者の高齢化問題など衰退傾向を示している。 

 

 

 

図10．並木小学校の学校区 
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